
総 務 費
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決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

160 一 般 管 理 費 3,613,330 3,230,264 魅力向上・発信［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］
秘 書 課 国 30,995

事 業 名 金 額 内 容
広 報 広 聴 課 負 216,433
政 策 推 進 課 手 25 千円 全国知事会と共催で全国知事会議を奈良で初めて開催するとともに、奈

国 際 課 財 2 令和４年全国知事会議 良の魅力を発信
14,153

総務部企画管理室 繰 3,556 開 催 事 業 開催日 令和４年７月27日～29日
法 務 文 書 課 諸 316 場 所 奈良県コンベンションセンター ほか
行 政 ・ 人 材 ㊀ 2,978,937
マ ネ ジ メ ン ト 課 翌年度へ繰越 くらしやすいまちづくり［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］ 24,789千円

人 事 課 6,836
事 業 名 金 額 内 容

総務厚生センター
財 政 課 千円 県・市町村・県自治連合会が連携し、自治会活動の活性化及び安全・安
管 財 課 心なまちづくりを促進

自 治 会 連 携 事 業 854
デ ジ タ ル 戦 略 課 奈良県自治会ジャーナルの発行
県 有 施 設 営 繕 課 自治会・地域コミュニティ政策研究会の開催
会 計 局

監 査 委 員 事 務 局 関西広域連合（「広域防災」、「広域観光・文化・スポーツ振興」部分
関西広域連合負担金 23,935

参加）負担金等

海外との交流展開［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

国際交流等の推進

事 業 名 金 額 内 容

大 阪 ・ 関 西 万 博 千円 2025年日本国際博覧会（大阪・関西万博）の開催及び機運醸成に協力す
2,737

開 催 協 力 等 事 業 るとともに、本県独自に万博を契機とした地域間交流を促進

行政マネジメント［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］
１ 地方創生の推進

事 業 名 金 額 内 容

千円 奈良県の地方創生を実現するため、第２期「奈良県地方創生総合戦略」
奈 良 県 地 方 創 生 による取組を推進

464
推 進 事 業 進捗検討有識者会議の運営

県・市町村職員を対象とする地方創生実践研修の実施等

２ 県民との対話

事 業 名 金 額 内 容

千円 地域が抱える課題をテーマに、知事・市町村長による意見交換を行うフ
地 域 フ ォ ー ラ ム

1,479 ォーラムを開催
開 催 事 業

実施回数 ４回

３ 財政マネジメント

事 業 名 金 額 内 容

千円 本県の魅力を全国に発信し、県外の奈良県出身者等とのつながりを深め
ふるさと奈良県応援

685 るとともに、寄附金の受入れを促進
寄 附 金 推 進 事 業

寄附金額 210,473,190円 寄附件数 355件
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４ 県庁の働き方改革の推進 885千円

事 業 名 金 額 内 容

多 様 で 柔 軟 な 千円 県職員のテレワークに対応するための環境を整備
115

働 き 方 の 推 進 サテライトオフィス（奈良・橿原）の運用

ＢＰＲ（業務量・プロセスの分析を基に抜本的な業務改善を行う手法）
業務効率化推進事業 770

を活用した業務の効率化

160 人 事 管 理 費 2,643,544 2,546,561 ５ 職員の健康管理 15,583千円

人 事 課 国 184
事 業 名 金 額 内 容

総務厚生センター 財 3,520

財 政 課 繰 200,000 千円 県職員への積極的な健康管理・支援を推進するための取組を実施
県庁版「健康経営」

㊀ 2,342,857 4,766 オンラインによる健康相談の実施
推 進 事 業

職員の健康に関する情報を一元的に管理するシステムの運用

県職員のメンタルヘルス不調を未然に防ぎ、働きやすい職場づくりを推

進

職員自身のストレスへの気づきを促すストレスチェックの実施

メンタルヘルス対策 職場のストレス要因を点検し、参加型職場環境改善（職場ドック）の
10,817

推 進 事 業 取組を推進

カウンセラーや医師によるメンタルヘルス相談、産業医による面接指

導 相談者数 延べ710名

休職中の職員の円滑な職場復帰と再発防止のための支援を実施

６ 業務の効率化

事 業 名 金 額 内 容

庁内事務システムの 千円

職員の給与、旅費等の総務事務にかかる業務の効率化を図るための総務
運 用 （ 総 務 事 務 277,037

事務システムの運用・再構築
システム運営事業）

162 自 治 研 修 費 240,734 140,534 ７ 戦略的な人材の育成

行 政 ・ 人 材 国 31,479
事 業 名 金 額 内 容

マ ネ ジ メ ン ト 課 財 51

諸 6,321 千円 職位基本研修（指名必修制）の実施

㊀ 102,683 新規採用職員から課長級職員まで職位に応じた研修 計 1,330名修了

翌年度へ繰越 研修科目の一部を民間研修機関に委託

96,760 能力開発研修（公募選択制）の実施 14科目

知識・技能養成プログラム ８科目 計 210名修了

実践的かつ効果的な 業務遂行能力養成プログラム ３科目 計 52名修了
40,642

研 修 の 実 施 折衝・調整力養成プログラム ３科目 計 48名修了

上記研修のうち、市町村との合同実施 ２科目 計 49名修了

研修業務を民間研修機関に委託

派遣研修の実施

自治大学校への職員派遣 ３名

デジタル人材の育成に向けた研修の実施 計 2,908名修了
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決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

164 広 報 広 聴 費 554,024 515,315 ８ 情報発信力の強化 491,295千円
(広 報 広 聴 課) 国 3,419

事 業 名 金 額 内 容
諸 18,462
㊀ 493,434 千円 県民の関心の高い県政情報を、より豊富に、わかりやすく提供

刊 行 物 等 に よ る 県民だより奈良 年12回発行 576,800部／回
195,839

県 政 広 報 点字県民だより奈良 年12回発行 140部／回
声の県民だより奈良 年12回発行 130本／回

県民だより奈良のデジタル化に向けた調査・検討
「県民だより奈良」

404 検討会の開催 実施回数 １回
デジタル化推進事業

読者アンケート調査の実施 実施回数 10回

県の主要施策・県政ニュース等の情報を奈良テレビにおいてわかりやす
く発信
「なら いいね！」

広報誌「県民だより奈良」のテレビ番組
放送日 毎月 第２土曜日 21時00分～21時30分

第４土曜日 21時00分～21時30分（再放送）
「せんとくん通信」

現地リポートにより奈良の地域情報を発信
放送日 月２回 木曜日 18時10分頃～（約10分）

「県政フラッシュ」
テレビによる県政広報 260,731 県政の動き、お知らせをお届けするニュース番組

放送日 毎週 日曜日・火曜日 21時54分～22時00分
「ならフライデー９」

１週間のオール奈良のニュースをわかりやすく発信する総合ニュー
ス番組

放送日 毎週 金曜日 20時57分～21時57分
「県政スポットＣＭ」

県政各分野の施策を30秒のメッセージでわかりやすく放送
放送回数 年742回

関西系テレビ局である讀賣テレビ放送と連携し、県政の取組や県の魅力
をわかりやすく関西一円に発信

イ ン タ ー ネ ッ ト インターネットの動画サイトを活用して、県政情報をわかりやすく配信
2,507

放 送 局 運 営 事 業 掲載動画本数 年193本

スマホアプリによる
無料配信アプリにより、奈良の地域ニュース、イベント等の現地リポー

奈 良 の ニ ュ ー ス 6,479
ト、県のジャーナル等の情報をスマートフォン等利用者に発信

発 信 事 業

デジタルサイネージに デジタルサイネージにより、県政ニュース、県の主要イベント等の情報
よ る 県 政 ニ ュ ー ス 1,333 を多くの県民にタイムリーに発信
発 信 事 業 設置箇所 ４カ所

ソーシャルメディアによる県政情報の発信力の強化
「奈良県公式総合チャンネル」においてせんとくんを活用した動画を
公開 動画本数 ３本

ソーシャルメディア
4,023 県職員を対象とした研修会の開催等

活 用 力 強 化 事 業
ソーシャルメディア発信力向上支援セミナー

ウェブ動画研修で実施 参加者数 82名
動画制作研修 実施回数 ４回
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新聞等による県政広報 19,435 地元紙・全国紙等へ県政広告を掲載

県・市町村への各種相談や問い合わせに一元的に対応する窓口を運営

県相談機関等を対象とした電話対応研修の実施

実施回数 基本研修（講義） ３回

「相談ならダイヤル」 応用研修（ロールプレイング） ２回
544

の 運 営 成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度

「相談ならダイヤル」への相談等のうち、

１次窓口（広報広聴課）で回答した割合

（％） 58.5 57.2 57.9

166 会 計 管 理 費 210,111 199,263 ９ 内部統制 90,476千円

(会 計 局) 国 81,048
事 業 名 金 額 内 容

諸 38,122

㊀ 80,093 千円 奈良県公契約条例の円滑かつ適正な運用及び普及推進

奈良県特定公契約（業務委託）総合評価入札落札者決定基準にかかる

公 契 約 条 例 学識経験者への意見聴取の実施 ４回
474

適 正 運 用 事 業 奈良県公契約条例における社会的な価値の勘案基準等について検討

奈良県公契約審議会の開催 令和５年３月14日

公契約ジャーナルの発行 １回

財 務 会 計 シ ス テ ム
90,002 電子申請システムを介した納付に対応するため財務会計システムを改修

改 修 事 業

166 財 産 管 理 費 1,535,153 1,355,189 10 外部委託の推進

財 政 課 国 2,640
事 業 名 金 額 内 容

管 財 課 使 154,770

県 有 施 設 営 繕 課 財 38,312 定 型 的 業 務 の 千円 事務の効率化を推進するため、部局長車両の運行業務について、民間委
14,336

諸 32,949 外 部 委 託 化 の 推 進 託を実施

起 54,300

㊀ 1,072,218 11 公共施設のファシリティマネジメント 7,283千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 県有資産の適正管理を図りながら、経営的な観点から資産活用を推進す

るファシリティマネジメントを実施

県有低・未利用資産等の活用や処分を検討 14資産
県 域 フ ァ シ リ テ ィ

6,751 ファシリティマネジメント支援システムの運用
マネジメント推進事業

奈良県地域別将来人口推計システムの運用

市町村との意見交換会、個別相談会、未利用資産売却・活用検討会及

び市町村有公共施設の共同利用に向けた広域連携検討会を開催 18回

公の施設の運営改善や、施設の活性化、サービス向上を図るため、指定
公 の 施 設 運 営 改 善

532 管理者制度導入施設における第三者評価を実施
推 進 事 業

対象施設 社会福祉総合センター外34施設
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決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

168 情 報 管 理 費 2,211,104 1,385,349 12 地域デジタル化の推進 849,472千円

行 政 ・ 人 材 国 135,650
事 業 名 金 額 内 容

マ ネ ジ メ ン ト 課 諸 55,251

デ ジ タ ル 戦 略 課 ㊀ 1,194,448 千円 デジタル技術を活用した住民サービスの向上や行政の効率化を推進

翌年度へ繰越 地 域 デ ジ タ ル 化 有識者等を招いた勉強会の開催 開催回数 ３回
19,231

719,499 推 進 事 業 市町村と連携し、県有施設やイベント会場等において窓口を設置し、県

民のマイナンバーカードの申請をサポート 連携市町村数 13市町村

「奈良デジタル戦略」に基づくデジタル化の推進

行政への申請手続きのオンライン化の推進

デジタルデバイドの解消に向けた、高齢者向けスマートフォン操作講
地域デジタル化戦略

20,906 習会や人材育成講座を開催
推 進 事 業

講習会・講座開催回数 23回

市町村が実施するデジタルデバイド対策を支援

対象市町村 平群町、三郷町、斑鳩町、下市町

県内事業者のデジタル技術の導入による生産性・収益性向上の取組を支

援

金融機関と連携した県内中小企業等へのデジタル技術の導入支援・フ

ォローアップ
地 域 デ ジ タ ル 化

18,544 支援件数 ６件
支 援 事 業

専門家によるデジタルを活用した経営やブランディング講座の実施

受講者数 31名

デジタル技術を体感できる見本市の開催

開催日 令和５年２月１日 来場者数 750名

デジタル技術を活用した 県民一人ひとりの状況に応じた生活支援や健康推進等に関する情報を、
パーソナルサービス 19,857 いつでも利用できる総合的なスマートフォンアプリを作成するための調
調 査 研 究 事 業 査・検討

マイナンバー利用事務ネットワーク等の運用
統合宛名システムの運用

情 報 セ キ ュ リ テ ィ
330,627 全国の地方公共団体が保有する情報を連携するシステムの運用に対し交

強 靱 化 対 策
付金を交付

自治体情報セキュリティクラウドの更新・運営

庁内事務システムの
人事制度、給与計算、給与制度など人事にかかる業務を管理し効率化を

運 用 （ 人 事 給 与 45,749
図るための人事給与システムの運用

システム運営事業）

庁内事務システムの
予算編成、財務会計、財産管理及び新地方公会計制度に対応した統合財

運 用 （ 統 合 財 務 58,375
務システムの運用

システム運営事業）

申 請 等 行 政 手 続 の 県民がインターネットを利用して、いつでも申請・届出等の行政手続が

オンラインサービス 9,428 行えるシステムの運用
運 用 事 業 電子申請対象事務 521事務 施設予約 ７施設
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定型的な業務や画一的な処理を伴う業務の効率化に向けた自動化ツール

の導入等

ＡＩを活用した問い合わせ対応業務の効率化及び機能強化

市町村と共同でＡＩチャットボットを構築・運用

参画市町村 大和郡山市、天理市、御所市、香芝市、宇陀市、

斑鳩町、田原本町、王寺町

業務効率化推進事業 7,260 ＲＰＡ（定型業務自動化ツール）を活用した定型的に繰り返し行う業

務の効率化 ３業務

ＲＰＡ活用に向けた職員研修の実施

実施日 令和４年８月５日、９月28日

手書き文字を電子データへ自動で変換処理するＡＩ－ＯＣＲの活用

35所属

会議等議事録を自動作成する音声認識ツールの活用 107所属

県職員の在宅勤務やテレワークに対応するための環境を整備

多 様 で 柔 軟 な サテライトオフィス（奈良・橿原）の運用
319,495

働 き 方 の 推 進 オンライン会議の推進

職員が使用するモバイルパソコンの運用

170 国 際 交 流 推 進 費 269,109 201,725 海外との交流展開［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(国 際 課) 国 2,627 国際交流等の推進 71,382千円

手 33,293
事 業 名 金 額 内 容

財 701

諸 25,490 千円 友好交流提携協定書に基づく友好交流を推進

㊀ 139,614 国際交流等に関心のある青年を派遣

派遣先 スイス・ベルン州 派遣期間 令和５年３月11日～18日
友好提携地方政府等

16,375 中国・清華大学との連携フォーラムの開催
と の 友 好 交 流 事 業

開催日 令和４年12月18日

成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度

友好交流事業実施件数（件） 11 15 12

外国人留学生に対し、社寺、文化・観光施設入館優待パスポート（まほ

ろばパス）を発行

外国人留学生支援事業 7,679 留学生向けイベントの実施 41回

成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度

まほろばパス発行枚数（枚） 368 313 1,146

東アジア諸国との良好な関係の形成に資するため、各国地方政府間の会

合を開催

第11回東アジア地方政府会合の開催

開 催 期 間 令和４年11月23日～25日

開 催 地 インドネシア・西ジャワ州バンドン市
東アジア地方政府会合等

24,494 参加地方政府数 ７カ国60地方政府
の 開 催

【今後の取組】

令和５年度の取組を検証した上で、令和６年度以降の事業内容を検討

成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度

会員地方政府数（地方政府） 74 75 76
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決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 「奈良平城京－ＥＲＩＡアジアコスモポリタン賞」の第５回授賞式、記

奈良平城京－ＥＲＩＡ 念フォーラム及び関連教育プログラムをＥＲＩＡと共同開催

アジアコスモポリタン賞 22,296 開催期間 令和５年１月18日～20日

授 賞 関 連 事 業 会 場 奈良県コンベンションセンター、奈良県立大学

参加者数 350名

高校生国際交流・国際理解講座の開催

開催回数 ５回

災害時通訳・翻訳ボランティア養成研修の実施

地域の国際化の推進 538 実施回数 ３回

災害時における外国人向け行動ガイドパンフレット（やさしい日本語版

・英語版）を作成

部数 1,000部

172 統 計 総 務 費 188,594 184,887 行政マネジメント［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(統 計 分 析 課) 国 135,130 １ 県民との対話・説明責任の確保・情報発信力の強化 5,508千円

㊀ 49,757
事 業 名 金 額 内 容

千円 「証拠に基づく政策立案（ＥＢＰＭ）」に必要である高度な分析能力を

官庁データサイエン 持った職員を育成
174

テ ィ ス ト 育 成 事 業 実践的なデータサイエンスセミナーの実施 ５回

県・市町村職員対象の統計分析相談の実施 55回

奈良県が抱える政策課題の解決を図るため、「証拠に基づく政策立案

奈 良 県 Ｅ Ｂ Ｐ Ｍ （ＥＢＰＭ）」を定着させる取組を実施
447

推 進 事 業 奈良スタットイベントの開催 令和４年11月14日

奈良スタットジャーナルの発行 年１回

県民意識把握のために行っている「県民アンケート調査」について、紙

ベースの回答に加え、ウェブ回答方式を導入
ウェブを活用した県民

調 査 時 期 令和４年６月４日～23日
ア ン ケ ー ト 調 査 4,887

配 布 件 数 7,000人
実 施 事 業

調 査 方 法 郵送配布、郵送回答またはウェブ回答

有効回答率 47.2％（うちウェブによる有効回答率 28.2％）
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174 賦 課 徴 収 費 3,742,396 3,634,219 ２ 歳入の確保

(税 務 課) 国 22,803
事 業 名 金 額 内 容

手 4,398

諸 1,100 千円 公平かつ適正な課税に向けて、税務調査体制を充実させ、適正な申告及

㊀ 3,605,918 び納付に向けた法人の実態調査を実施

翌年度へ繰越 納税者の利便性の向上を図るため、多様な県税納付手段を提供

80,000 コンビニエンスストアでの県税の納付

スマートフォン決済アプリを利用した県税の納付

徴収強化に向けた取組 27,896 マルチペイメントネットワークシステムを利用した県税の納付

インターネットを利用したクレジットカード払いでの自動車税の納付

経験豊富な滞納徴収員を県税事務所及び自動車税事務所に配置し、滞納

処分等を推進

自動車税事務所にコールセンターを設置し、自主納付の呼びかけを実施

民間事業者を活用し、遠隔地の滞納案件を効率的・効果的に整理

176 市 町 村 振 興 費 3,985,836 1,806,609 奈良モデルの実行［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(市 町 村 振 興 課) 手 1 １ 奈良モデルの推進

財 2,113
事 業 名 金 額 内 容

諸 916,095

㊀ 888,400 千円 市町村を取り巻く課題について、知事と県内市町村長が定期的に意見交

換を実施

奈良県・市町村長サミットの開催 ３回

「 奈 良 モ デ ル 」 県民等に奈良モデルの取組について情報提供を行うため、ジャーナルを
1,979

推 進 事 業 発行

発行回数 １回（第９号）

発行部数 30,000部

配 布 先 市町村、関係機関等

２ 行政経営向上への取組支援 558,214千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 市町村等が住民福祉の増進を図るために行う事業に対し貸付け

貸付期間 15年（うち据置期間１年）以内

市 町 村 振 興 資 金 利 率 財政融資資金利率、財政融資資金利率×１／2
557,000

貸 付 事 業 償還方法 元金均等年賦償還

貸 付 先 奈良市、大和高田市、天理市、桜井市、河合町、大淀町、

香芝・王寺環境施設組合
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決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 市町村職員の行政遂行能力の向上を図るため、実務研修等を実施
市町村職員行政遂行

362 市町村職員実務研修の実施 受入人数 17名
能 力 向 上 支 援 事 業

県・市町村相互派遣研修の実施 派遣人数 各10名

市町村が行う人口減少対策等への取組を支援

市 町 村 地 方 創 生 県・市町村地方創生連携会議の開催 １回
852

支 援 事 業 奈良県企業版ふるさと納税連絡協議会の運営

県内市町村とともに、企業版ふるさと納税の獲得に向けた取組を推進

180 南 部 東 部 振 興 費 631,342 575,385 南部・東部の振興［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

美 し い 南 部 東 部 国 96,152 １ 住み続けたくなる、還りたくなる地域づくり 72,595千円

振 興 課 ㊀ 479,233
事 業 名 金 額 内 容

奥 大 和 地 域 活 力 翌年度へ繰越

推 進 課 39,000 千円 奈良県美しい南部・東部地域を県と市町村が協働して振興を図る条例に

基づき、県と市町村が協働して地域の課題を解決するための調査・検討

を実施
奈良県美しい南部・

南部・東部サミットの開催
東部地域を県と市町村

7,234 リーダー会議 開催日 令和４年６月９日
が協働して振興を図る

幹 事 会 開催日 令和４年７月28日
条 例 推 進 事 業

部会・小部会 年８回

地域振興コンソーシアムの開催

キックオフ会議 開催日 令和５年２月13日

奥大和地域の各市町村において、移住定住のための多機能拠点を形成す

るとともに、奥大和移住定住交流センターを核に各拠点を結節するため

のネットワークを構築
奥大和小規模多機能

14,178 奥大和ネットワークイベントの開催
拠 点 構 築 事 業

開催日 令和５年１月16日、３月４日

移住定住交流センター「ｅｎｇａｗａ」の運営

来館者数 951名

国内及び海外デザイナーが奥大和に滞在し、デザイン制作やブランディ

ングを提案するプログラムを実施

デザインキャンプ奥大和の実施

実施日 令和４年８月22日～９月５日

参加事業者数 ３者
奥 大 和 雇 用 創 造

10,588 奥大和地域の生産者、加工業者、販売者等が異分野人材と協業し、新規
促 進 事 業

事業の開拓及び販路拡大を促進するためのセミナー等を実施

にっぽんの宝物奈良県セミナー・奈良大会の実施

セミナー 年４回

奈良大会 開催日 令和４年12月16日

参加事業者数 45社
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奥大和地域で働く魅力を広く発信し、新たな雇用を創出

ワーケーションや移住に興味をもつクリエイターを対象とした体験ツ

アーを実施

奥 大 和 雇 用 実 施 日 令和４年11月19日・20日
2,510

創 出 事 業 参加者数 ８名

サテライトオフィス設置検討企業を対象とした見学ツアーを実施

実 施 日 令和５年３月15日

参加社数 ３社

奥大和地域での持続可能な地域づくりを学ぶ講座及び奥大和地域で活躍

する人材を育成する講座を、オンラインを併用し開催

開 催 日 令和４年７月３日～令和５年３月22日

場 所 奥大和移住定住交流センター「ｅｎｇａｗａ」、

宇陀市、曽爾村、下北山村、上北山村、東吉野村
奥大和人材育成事業 23,352

受講者数 奥大和クリエイティブスクール ７名

カメラ・編集講座 11名

販路拡大講座 ８名

暮らす奥大和 ９名

地域リーダー育成講座 13名

奥大和地域内におけるコミュニティナースの育成

奥大和コミュニティナース養成講座、ステップアップツアーをオンラ

コミュニティナース インを併用して開催
5,626

育 成 事 業 開 催 日 令和４年９月21日～12月４日

場 所 下北山村、上北山村

受講者数 基礎講座 29名 ステップアップツアー ６名

デジタル技術を活用して地域課題を解決するため、調査・分析や住民・

関係者等とのワークショップ等を開催
南 部 ・ 東 部 地 域

9,107 実施内容 地域課題の整理・モデル地域での実証実験
デジタル化推進事業

実施期間 令和４年８月３日～令和５年２月６日

実施回数 延べ11回
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決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

２ 訪れてみたくなる地域づくり

（１）魅力を知ってもらう 60,956千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 地域課題の解決に向け、大学生を対象に奥大和地域をフィールドとした

奥大和との関わりの場 課題解決型インターンシップを実施
1,070

創 出 事 業 実 施 期 間 令和４年６月８日～９月29日（山添村）

参加学生数 10名

大手旅行雑誌に奥大和の地域情報・観光情報を掲載

「じゃらん」記事掲載、抜刷パンフレットの作成・配布

動画「美しき日本」の制作・配信
奥 大 和 プ ロ

17,861 新 規 作 成 ３本（御所市、明日香村、十津川村）
モ ー シ ョ ン 事 業

英語字幕版 ３本

動画「空から見た奥大和」の制作・配信

ドローンによる撮影映像 ２本（明日香村、野迫川村）

奈良県南部・東部振興基本計画に掲げる奥大和地域の振興のための具体
南 部 ・ 東 部 振 興

2,025 的な取組の実現に向けた検討
プロジェクト推進事業

奈良県南部・東部振興基本計画アクションプランの進捗管理等

が ん ば る 明 日 香 明日香村の歴史的風土の創造的活用を図る事業を支援するため、国の制
40,000

支 援 事 業 度と連動した交付金を交付

（２）魅力を体験してもらう 96,669千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 ガストロノミーツーリズム世界フォーラムに合わせ、奥大和地域のポテ

ンシャルと食文化を活かした関係人口創出イベント等の開催
奥大和ガストロノミー

8,284 実施市町村 御所市、曽爾村、天川村、下北山村
ツ ー リ ズ ム 事 業

海外に向けて発信力のあるインフルエンサーによる奥大和地域を対象と

したモニターツアーの実施とＰＲ映像の作成

奥大和地域の周遊観光を促進するため、歴史、自然環境等をテーマとし

奥 大 和 地 域 たアートイベント「ＭＩＮＤ ＴＲＡＩＬ奥大和 心のなかの美術館」
49,996

誘 客 促 進 事 業 を開催

開催期間 令和４年９月17日～11月13日（曽爾村、吉野町、天川村）
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天川村の洞川温泉街において、雰囲気と調和した音楽イベント「えんが

わ音楽祭ｉｎ洞川」を開催

開催日 令和４年９月24日・25日 来場者数 延べ532名

「弘法大師の道」を活用したトレイルランニングレース「Ｋｏｂｏ Ｔ

ｒａｉｌ 2022」を開催

開催日 令和４年５月15日 参加者数 149名

奥 大 和 の 特 色 を ロングトレイル推進のため、奥大和を巡るコースを作成し、アプリによ

活 か し た イ ベ ン ト 18,389 り配信

開 催 事 業 コース 葛城古道、小辺路

奈良クラブと連携したサッカーイベントを開催

下北山村スポーツ公園で春季キャンプを実施

実施日 令和５年１月24日～28日

県立五條高校サッカー部強化クリニックの開催

実施日 練 習 試 合 令和４年12月18日

強化クリニック 令和５年３月15日・22日

鉄道事業者と連携して、奥大和地域の魅力を発信する旅行商品を造成し

ＰＲを実施

西日本旅客鉄道（株）との連携

吉野町、天川村、十津川村での宿泊旅行商品

利用者数 13名

五條市、御所市を起点とした日帰り旅行商品

利用者数 42名

大阪駅、三ノ宮駅や京都駅等近畿管内主要駅で、ポスター掲示等に

鉄道事業者と連携した よる情報発信
20,000

奥大和の魅力発信事業 近畿日本鉄道（株）との連携

曽爾村、吉野町、天川村、十津川村での宿泊旅行商品

利用者数 10名

移住定住推進ポスターの制作

春夏版、秋冬版 各500枚

近畿日本鉄道（株）の144駅で、ポスター掲示等による情報発信

奥大和ＰＲイベントの開催

開催日 令和４年９月30日～10月２日

場 所 あべのハルカス、大阪阿部野橋駅構内
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決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

（３）移り住んでもらう 25,156千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 奥大和移住定住交流センター運営事業

移住者の交流等の拠点である奧大和移住定住交流センタ－「ｅｎｇａ

ｗａ」の運営

移住情報発信事業

移住情報発信サイト「奈良に暮らす」における情報発信

移住促進施設整備事業

空き家等を活用した、移住や二地域居住を促進するための拠点施設等

を整備する市町村に対し補助
奥 大 和 移 住 ・ 定 住

17,552 補助先 宇陀市、山添村、下北山村
促 進 事 業

地域受入協議会支援事業

地域受入協議会が行う移住・定住、二地域居住を促進するための取組

に対し補助

補助先 宇陀市、吉野町

奥大和移住・定住連携協議会運営事業

県と奥大和地域19市町村で構成する「奥大和移住・定住連携協議会」

において、移住情報の発信や各市町村の相談窓口の充実に向けた取組、

関係人口創出のための交流会等を実施

奥大和への移住・定住を促進するため、三重県・和歌山県と協働し現地

体験ツアーや情報発信等を実施
紀 伊 半 島 移 住

3,469 現地の暮らしや仕事に触れる体験ツアーの実施
プロモーション事業

実施回数 ４回 参加者数 29名

紀伊半島における暮らしの魅力について、ＳＮＳ等による情報発信

南部・東部地域の玄関口である奥大和移住定住交流センター「ｅｎｇａ
ふるさと創生協力隊

4,135 ｗａ」に移住定住希望者の相談・要望に対応する「移住コンシェルジュ」
設 置 事 業

を配置 １名

182 うだ・アニマルパーク費 136,146 136,131 教育の振興［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

美 し い 南 部 東 部 国 6,967
事 業 名 金 額 内 容

振 興 課 使 164

諸 478 千円 動物の愛護の精神に基づく「いのちの教育」モデル事業等の展開

㊀ 128,522 「いのちの教育」研修会・講演会・イベントの開催 ８回
「 い の ち の 教 育 」

6,121 成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度
展 開 事 業

「いのちの教育」小学生プログラム実施校

数（校） 74 81 88
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南部・東部の振興［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］ 5,394千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 うだ・アニマルパークを拠点とした「うだ」の魅力を発信
「 う だ 」 の 魅 力

2,409 東部振興イベント「ほんのりあんどん」の実施
発 信 事 業

実施日 令和４年８月26日・27日 参加者数 4,228名

東部地域の市町村と連携し、うだ・アニマルパークで東部地域の魅力を

発信
うだ・アニマルパーク

食のイベント（ぱくぱくパーク2022）の実施
を拠点とした東部地域 2,985

実施日 令和４年11月27日 参加者数 2,740名
魅 力 発 信 強 化 事 業

東部地域市町村のプロモーション等

マルシェ（アニマルシェ）の実施 実施回数 14回

184 防 災 対 策 費 4,116,746 1,851,355 「安全安心な地域」づくり［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

防 災 統 括 室 国 1,104,482 １ 地域防災力の充実 212,765千円

消 防 救 急 課 越 13
事 業 名 金 額 内 容

諸 358

起 141,700 千円 奈良県地域防災計画改定事業

㊀ 604,802 令和３年７月に発生した静岡県熱海市の土石流災害等の直近の自然災

前年度繰越分 前年度繰越分 害や、新型コロナウイルス感染症の感染拡大、災害対策基本法や防災

2,827,893 1,366,536 県の防災体制強化の 基本計画の見直し等を踏まえ、奈良県地域防災計画を修正

当該年度分 当該年度分 た め の 計 画 策 定 ・ 1,294 林野火災消火訓練事業

1,288,853 484.819 訓 練 の 実 施 等 林野火災消火時に、関係機関が緊密な連携を保ち、迅速かつ的確な消

翌年度へ繰越 火活動等を実施できるよう、連絡体制の強化及び技術の習熟を図ると

800,000 ともに、県民の防火意識の高揚を図るために訓練を実施

実施日 令和４年11月６日 参加団体数 14団体

受援体制強化事業

災害時の受援対応等を迅速に行えるよう、実践型の図上訓練を実施

実 施 日 令和５年１月18日 実施市町村 宇陀市、田原本町

市 町 村 の 防 災 体 制 市町村職員災害対応能力向上研修事業
605

強 化 の た め の 支 援 市町村職員を対象とした住家被害認定調査に関する研修を実施

実 施 日 令和４年11月14日・15日

場 所 香芝市下田学童保育所、香芝市役所

参加者数 28名

防災意識の啓発を目的とした「防災フェア」の開催

開 催 日 令和４年11月27日
防 災 意 識 啓 発 事 業 1,520

場 所 五條市上野公園

参加者数 約3,000名
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決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 災害救助法第22条の規定に基づき、災害に際して必要な救助に要する費
災害救助基金積立金 3,621

用を支弁するための財源として災害救助基金へ積立て

南海トラフ巨大地震等の大規模災害時に備え、2,000ｍ級滑走路を有する

大規模広域防災拠点について、関係機関との調整を踏まえた運用計画
奈 良 県 大 規 模 広 域

26,116 の検討
防 災 拠 点 整 備 事 業

【今後の取組】

整備計画を見直し、防災目的での整備内容を多角的に再検討

県防災行政通信ネット 災害に強い通信を確保するため再整備した県防災行政通信ネットワーク
177,755

ワーク管理運営事業 の維持管理

大規模災害発生時に迅速に救援を行えるよう、市町村における被害情報

災害時緊急応援体制 の収集や支援ニーズの把握を行う災害時緊急連絡員（リエゾン）を県職
1,370

整 備 事 業 員から任命し、研修及び訓練を実施

災害時緊急連絡員数 総括 20名 支援員 117名

災 害 救 援 物 資 分 散 災害時に避難所へ迅速に物資の配付を行うため、新たに吉野町の施設を
484

備 蓄 事 業 活用し、備蓄物資の分散化を実施

２ 防災航空体制の充実

事 業 名 金 額 内 容

消防防災ヘリコプター 千円

242,747 消防防災ヘリコプターの運航管理及び航空隊の運営
運 航 管 理 事 業

186 消 防 連 絡 調 整 費 201,146 200,384 ３ 消防救急体制の充実 161,892千円

(消 防 救 急 課) 国 25,853
事 業 名 金 額 内 容

手 16,195

㊀ 158,336 奈 良 県 救 急 医 療 千円 奈良県救急医療管制システム（ｅ－ＭＡＴＣＨ）の運用及び改修

管制システム（ｅ－ 77,560 運用消防機関数 ３消防本部

Ｍ Ａ Ｔ Ｃ Ｈ ） 事 業 運用医療機関数 57病院

市町村等が広域的に整備する消防救急無線の整備に対し補助

補助対象 整備事業に係る市町村等の公債費のうち、地方交付税算入
広域消防通信システム

70,932 額を差し引いた額
補 助 事 業

補 助 率 1／2

補 助 先 14市町村及び奈良県広域消防組合

市町村等が行う消防施設整備に対し補助

補助率 過疎 5.5／10 一般 1／3
消防力強化支援事業 13,400

消防ポンプ車 ３台 大和高田市、五條市、生駒市

消 防 ポ ン プ １台 十津川村
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188 安全・安心まちづくり 15,896 14,309 ４ 犯罪・交通事故等抑止対策の推進

推 進 費 国 2,827
事 業 名 金 額 内 容

安 全 ・ 安 心 負 200

まちづくり推進課 ㊀ 11,282 千円 安全・安心の確保のための奈良県基本計画の変更・推進

自主防犯・防災リーダー研修の実施 修了者数 93名

実施日 令和４年10月２日、11月６日・26日

場 所 奈良県社会福祉総合センター

安全・安心まちづくりアドバイザーの派遣

自治会・自主防犯団体・自主防災組織等に派遣

地域防災力向上支援ワークショップの開催

住民が主体となり参加・実施する防災訓練を市町村とともに支援

場所 大和高田市（12月11日）、橿原市（12月12日）、

斑鳩町（12月12日）

防災啓発物品の整備、防災にかかる情報提供、防災功労者の顕彰等

地域ゆかりの県職員や県職員ＯＢを地域防災支援担当者として委嘱・任

命 委嘱・任命者数 33名

奈良県交通安全母の会連合会が行う子育て・高齢者世帯訪問事業等に対
安全・安心まちづくり

7,847 し補助
推 進 事 業

奈良県地域の交通安全・防犯サポート事業所登録制度の運用

地域の自主安全活動を推進する企業等をサポート事業所として登録

登録数 交通安全 132事業所 防犯 111事業所

奈良県自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例の普及啓発

啓発リーフレット3,000枚を作成・配布

配布先 39市町村、幼稚園、保育所等

街頭啓発場所 天理駅、橿原神宮前駅等

未就学児を対象とした自転車交通安全教室の実施 13回

通学通園路等の安全確保に必要な防犯・交通安全設備等を整備する市町

村に対し補助

補助率 1／2 補助上限 300千円／地区

補助先 奈良市、大和高田市、大和郡山市、生駒市、下北山村

成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度

自主防災組織率（％） 81.5 80.5 89.1

192 事 務 局 費 154,766 153,923 行政マネジメント［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(監 査 委 員 事 務 局) [㊀ 153,923] 組織マネジメント

事 業 名 金 額 内 容

千円 効果的な監査の執行や新たな課題を含めた専門的な知識・技術向上のた

め、公認会計士の専門的な知見を活用し、助言や指導を得る取組を実施
監 査 に お け る

事務局内研修の実施
外 部 専 門 人 材 の 109

実施日 令和５年１月16日
活 用 事 業

民間研修への参加

参加日 令和４年７月５日、９月６日、令和５年２月２日・３日
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